
 

行政書士ＡＤＲセンター神奈川費用報酬規程 

 

 

第１章 総  則 

（趣  旨） 

第 １ 条 この規程は、行政書士ＡＤＲセンター神奈川規則（以下「規則」という。）第３０条の規定

に基づき、規則の実施に関し必要な事項を定める。 

（用  語） 

第 ２ 条 この規程において使用する用語は、特に定めがある場合を除き、規則、行政書士ＡＤＲセン

ター神奈川調停規程（以下「調停規程」という。）及び裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法

律（平成１６年法律第１５１号）において使用する用語の例による。 

 

第２章 当事者から徴収する費用 

（費用の種類等） 

第 ３ 条 調停手続に関し、紛争の当事者（以下「当事者」という。）から徴収する費用の種類は、次

の各号に掲げるものとする。 

一 申込手数料 

二 期日手数料 

三 日当 

四 その他の費用（調査等の費用が発生する場合は、事前に概算見積りを当事者双方に提示し、都

度精算する。） 

２ 調停規程第３２条第１項に規定する参考人からの意見聴取に関する費用は、ＡＤＲセンターの負

担とする。 

（申込手数料） 

第 ４ 条 申込予定者は、調停規程第１１条第１項の規定によりＡＤＲセンターに調停手続の実施の

申込みをするときは、申込手数料として、金２，０００円（消費税別）を納付しなければならない。 

２ 前項の規定により納付された申込手数料は、調停規程第１５条第１項の規定により申込みの不受

理を決定したときは、その全額を返還する。この場合において、返還に要する費用は、申込予定者の

負担とする。 

３ 第１項の規定により納付された申込手数料は、調停規程第１５条第１項の規定により申込みの受

理を決定した後は、返還しない。 

４ 当事者間に申込手数料の負担割合についての合意があるときは、その負担割合によって算出され

た額を申込手数料として納付することができる。この場合において、申込予定者は、当該合意の内容



 

を記載した書面を作成し、調停規程第１１条第１項第一号に規定する調停申込書とともに、センタ

ー長に提出しなければならない。 

（期日手数料） 

第 ５ 条 当事者は、調停規程第２９条に規定する調停手続の期日１回について、期日手数料として、

金４，０００円（消費税別）を納付しなければならない。 

２ 期日手数料は、それぞれの調停手続の期日を開始する前までに納付しなければならない。 

３ 第１回の調停手続の期日に係る期日手数料は申込人の負担とし、第２回以降の調停手続の期日に

係る期日手数料は、申込人と相手方がそれぞれ第１項に規定する額の半額を負担するものとする。 

４ 当事者間に当該期日手数料の負担割合についての合意があるときは、その負担割合によって算出

された額を期日手数料として納付することができる。この場合において、申込人又は相手方は、その

合意の内容を記載した書面を作成し、センター長に提出しなければならない。 

５ 期日手数料は、調停手続の期日が開催されなかったときは、返還する。この場合において、返還に

要する費用は、当該期日手数料を納付した者の負担とする。 

６ 前項の規定にかかわらず、正当な事由なく調停手続の期日に当事者の一方又は双方が出席しなか

ったために、調停手続の期日が開催されなかったときは、当該出席しなかった当事者の負担すべき

期日手数料は、返還しない。ただし、調停規程第２９条５項の規定により期日が延期されたときに

は、この限りではない。 

（日 当 等） 

第 ６ 条 当事者は、調停規程第２９条第４項ただし書の規定により調停手続の期日を開催したとき

は、次の各号に掲げる費用を負担しなければならない。 

一 調停人（担当弁護士が調停手続の期日に同席し、又は当該期日開催場所に待機したときは、当

該担当弁護士を含む。以下この条において同じ。）の日当 

二 ＡＤＲセンターから調停手続の期日開催場所までに要する調停人の交通費 

三 調停人が調停手続の期日が開催された日の午後１０時までにＡＤＲセンターに帰れないときは、

宿泊費 

２ 前項第一号に規定する日当は、調停人１人につき調停手続の期日１回について、金８，０００円

（消費税別）とし、同項第二号に規定する交通費及び第三号に規定する宿泊費は、実費相当額とす

る。 

３ 第１項各号に規定する費用の負担割合は、調停手続の期日の開催場所について、一方の当事者の

希望により当該場所で開催した場合は当該一方の当事者の全額負担とし、双方の当事者の希望によ

り当該場所で開催した場合はそれぞれの当事者が半額を負担するものとする。ただし、当事者間に

費用負担についての合意があるときは、その合意によって算出した額とすることを妨げない。 

４ センター長は、第１項各号に規定する費用が発生する見込みがあるときは、あらかじめその概算

額を当事者に示して予納させるものとする。 

５ 前項の規定により予納された費用は、調停手続が終了した後に精算するものとする。この場合に

おいて、予納された費用に不足があるときはその不足額について第３項の規定に基づき追加納付を

依頼し、余剰があるときはその余剰額について同項の規定に基づき当該費用を納付した者に返還す

る。 



 

（費用の納付方法） 

第 ７ 条 前３条に規定する費用は、現金でＡＤＲセンターに納付しなければならない。 

（費用の減免） 

第 ８ 条 センター長は、当事者が資力に乏しいことその他第４条から第６条までに規定する費用を

納付することが困難であると認めるときは、運営委員会の決議を経て、当該費用の一部を減額し、又

はその全額を免除することができる。 

 

第３章 関係者に支払う報酬 

（行政書士調停人に対する報酬） 

第 ９ 条 ＡＤＲセンターは、調停人に対し、次の各号に掲げる報酬を支払うものとし、その額は当該

各号に規定するところによるものとする。 

一 調停外報酬  金５，０００円（消費税別） 

二 期 日 報 酬  金５，０００円（消費税別） 

三 交 通 費  実 費 

２ 前項第一号に規定する調停外報酬は、第１回の調停手続の期日までの間において当該調停人が当

該調停手続に関する調査その他の準備行為をした場合に支払うものとし、同項第二号に規定する期

日報酬は、調停手続の期日が終了するごとに支払うものとする。 

３ 第１項第三号に規定する交通費は、ＡＤＲセンターまでの往復の実費とする。 

４ ＡＤＲセンターは、調停手続の期日に一方又は双方が出席しないため、当該期日を開催しなかっ

た場合であって、調停人が当該期日開催場所に待機していたときは、第１項第二号及び第三号に規

定する報酬を、当該調停人に支払うものとする。 

（日当その他の費用の支給） 

第１０条 ＡＤＲセンターは、調停規程第２９条第４項ただし書の規定により調停手続の期日を開催

したときは、第６条の規定により当事者から納付された費用を調停人（担当弁護士が調停手続の期

日に同席し、又は当該期日開催場所に待機したときは、当該担当弁護士を含む。以下この条において

同じ。）に支払うものとする。 

２ 調停人は、調停規程第２９条第４項ただし書の規定により調停手続の期日を開催したときは、そ

の終了後、速やかに領収書その他交通費及び宿泊費として要した費用を証明する書面をセンター長

に提出しなければならない。 

３ 第９条の規定は、第３条第２項の規定に関する費用について準用する。 

（弁護士に対する報酬） 

第１１条 ＡＤＲセンターは、手続関与弁護士に対し、次の各号に掲げる報酬を支払うものとする。 

一 手 続 関 与 料  金２０，０００円（消費税別）／回 

二 委員会出席報酬  金１０，０００円（消費税別）／回 

三 期 日 報 酬  金１０，０００円（消費税別）／回 

四 交 通 費  実 費 



 

２ 前項第一号の報酬は、調停規程に定める助言等の職務に対して支払われるものとする。 

３ 第１項第二号の報酬は、調停規程第１２条第２項の紛争解決小委員会等、委員会開催１回ごとに

支払われるものとする。 

４ 第１項第三号の報酬は、調停手続に臨席する必要があると判断される場合に、期日１回ごとに支

払われるものとする。 

５ 第１項第四号に規定する交通費は、ＡＤＲセンターまでの往復の実費とする。 

６ 第９条第４項の規定は、担当弁護士として選任された手続関与弁護士が調停手続の期日開催場所

に待機した場合について準用する。 

７ 運営関与弁護士並びに評価委員の弁護士については、第１項第二号及び第四号の報酬を支払うも

のとする。 

（センター長等に対する旅費） 

第１２条 ＡＤＲセンターは、センター長、副センター長、運営委員その他の委員（面談人を含む。）

に対して、神奈川県行政書士会会則施行規則に定めるところに従い旅費を支払うことができる。 

 

第４章 そ の 他 

（改  廃） 

第１３条 この規程を改正し、又は廃止するときは、運営委員会の議決を要する。 

 

 

附  則 

 この規程は、調停手続の業務について、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第５条の認

証を取得した日（平成２２年１２月２７日）から施行する。ただし、第１１条及び第１２条の規定は、

運営委員会の決議の日（平成２３年１月１５日）から施行する。 

附  則 

 この一部改正は、平成２６年４月１日より施行する。 

    （平成２５年２月２５日 運営委員会決議） 

附  則 

 この一部改正は、令和２年４月１日より施行する。 

    （令和元年１２月１８日 運営委員会決議） 

附  則 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

    （令和３年２月４日 運営委員会決議） 

    （令和３年３月２９日 運営委員会決議） 


